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議案第１５号 

君津市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

 君津市介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

平成３０年２月２０日提出 

                           君津市長 鈴 木 洋 

提案理由 

平成３０年度から平成３２年度までの第７期介護保険事業計画期間における保険料率を

定めるとともに、介護保険運営協議会の委員の構成を見直すため、君津市介護保険条例（平

成１２年君津市条例第２号）の一部を改正しようとするものである。 
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君津市条例第  号  

君津市介護保険条例の一部を改正する条例 

君津市介護保険条例（平成１２年君津市条例第２号）の一部を次のように改正する。

第２条の４第１項中「１０人」を「１５人」に改め、同条第２項中第６号を第７号とし、

第２号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 要介護者等の家族 

 第３条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２

年度まで」に改め、同項第１号中「２６，７３０円」を「２８，０８０円」に改め、同項

第２号中「３９，７９０円」を「４１，８００円」に改め、同項第３号中「４４，５５０

円」を「４６，８００円」に改め、同項第４号中「５３，４６０円」を「５６，１６０円」

に改め、同項第５号中「５９，４００円」を「６２，４００円」に改め、同項第６号中「 

７１，２８０円」を「７４，８８０円」に改め、同号ア中「以下「合計所得金額」という」

を「租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第

３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の

２第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第３８条第

４項に規定する特別控除額を控除して得た額とする。以下この項において同じ」に改め、

同号イ中「又は第１１号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同

項第７号中「７７，２２０円」を「８１，１２０円」に改め、同号ア中「１９０万円」を

「２００万円」に改め、同号イ中「又は第１１号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ又は

第１３号イ」に改め、同項第８号中「８９，１００円」を「９３，６００円」に改め、同

号ア中「２９０万円」を「３００万円」に改め、同号イ中「又は第１１号イ」を「、第 

１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第９号中「１００，９８０円」を「 

１０６，０８０円」に改め、同号イ中「又は第１１号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ

又は第１３号イ」に改め、同項第１０号中「１０６，９２０円」を「１１２，３２０円」

に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同

項第１１号中「１１２，８６０円」を「１１８，５６０円」に改め、同号イ中「部分を除

く。）」の次に「、次号イ又は第１３号イ」を加え、同項第１２号中「１１８，８００円」

を「１３７，２８０円」に改め、同号を同項第１４号とし、同項第１１号の次に次の２号
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を加える。 

(12) 次のいずれかに該当する者 １２４，８００円 

ア 合計所得金額が７００万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当

しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(１)に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

(13) 次のいずれかに該当する者 １３１，０４０円 

ア 合計所得金額が８００万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当

しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(１)に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

第３条第２項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２

年度まで」に、「２３，７６０円」を「２４，９６０円」に改める。 

第５条第３項中「若しくは第１１号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ若しくは第 

１３号イ」に改める。

附則第１０条中「（昭和３２年法律第２６号）」を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の君津市介護保険条例（以下「新条例」という。）第２条の４

の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後、委員の任期満了に伴

い新たに組織される君津市介護保険運営協議会（以下「協議会」という。）について適

用し、施行日前に組織された協議会については、なお従前の例による。 

３ 新条例第３条及び第５条第３項の規定は、平成３０年度以後の年度分の保険料につい

て適用し、平成２９年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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君津市介護保険条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（組織） （組織） 

第２条の４ 協議会は、１５人以内の委員をもって組織する。 第２条の４ 協議会は、１０人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 ２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 要介護者等の家族 

(3) 省略 (2) 省略 

(4) 省略 (3) 省略 

(5) 省略 (4) 省略 

(6) 省略 (5) 省略 

(7) 省略 (6) 省略 

（保険料率） （保険料率） 

第３条 平成３０年度から平成３２年度までの各年度における保険料

率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

第３条 平成２７年度から平成２９年度までの各年度における保険料

率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」と

いう。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ２８，０８０円 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」と

いう。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ２６，７３０円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４１，８００円 (2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ３９，７９０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４６，８００円 (3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４４，５５０円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５６，１６０円 (4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５３，４６０円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６２，４００円 (5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ５９，４００円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ７４，８８０円 (6) 次のいずれかに該当する者 ７１，２８０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第 ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第
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１３号に規定する合計所得金額（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条

第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条

第１項、第３５条の２第１項又は第３６条の規定の適用がある

場合には、当該合計所得金額から令第３８条第４項に規定する

特別控除額を控除して得た額とする。以下この項において同

じ。）が１２０万円未満である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

１３号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」という

 。）が１２０万円未満である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条

第２項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）であって、そ

の者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用

されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条

第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）、次号イ、第８号

イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ又は第 

 １３号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条

第２項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）であって、そ

の者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用

されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条

第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）、次号イ、第８号

イ、第９号イ、第１０号イ又は第１１号イ         

    に該当する者を除く。） 

(7) 次のいずれかに該当する者 ８１，１２０円 (7) 次のいずれかに該当する者 ７７，２２０円 

ア 合計所得金額が２００万円未満である者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が１９０万円未満である者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）、次号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２

号イ又は第１３号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）、次号イ、第９号イ、第１０号イ又は第１１号イ   

         に該当する者を除く。） 

(8) 次のいずれかに該当する者 ９３，６００円 (8) 次のいずれかに該当する者 ８９，１００円 

ア 合計所得金額が３００万円未満である者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が２９０万円未満である者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの 
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イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）、次号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ又は第

１３号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）、次号イ、第１０号イ又は第１１号イ        

    に該当する者を除く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １０６，０８０円 (9) 次のいずれかに該当する者 １００，９８０円 

ア 省略 ア 省略 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）、次号イ、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イに該

当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）、次号イ又は第１１号イ            に該

当する者を除く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １１２，３２０円 (10) 次のいずれかに該当する者 １０６，９２０円 

ア 省略 ア 省略 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）、次号イ、第１２号イ又は第１３号イに該当する者を除

く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除 

く。）又は次号イ            に該当する者を除

く。） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １１８，５６０円 (11) 次のいずれかに該当する者 １１２，８６０円 

ア 省略 ア 省略 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）、次号イ又は第１３号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除 

 く。）           に該当する者を除く。） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １２４，８００円 
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ア 合計所得金額が７００万円未満である者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

(13) 次のいずれかに該当する者 １３１，０４０円 

ア 合計所得金額が８００万円未満である者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除

く。）に該当する者を除く。） 

(14) 前各号のいずれにも該当しない者 １３７，２８０円 (12) 前各号のいずれにも該当しない者 １１８，８００円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る平成３０年度から平成３２年度までの各年度における保険料

率は、同号の規定にかかわらず、２４，９６０円とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る平成２７年度から平成２９年度までの各年度における保険料

率は、同号の規定にかかわらず、２３，７６０円とする。 

第５条 省略 第５条 省略 

２ 省略 ２ 省略 

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定す

る老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び(１)に係る者を除

く。以下同じ。）、ロ若しくはニ、同項第２号ロ、第３号ロ、第４

号ロ若しくは第５号ロ又は第３条第１項第６号イ、第７号イ、第８

号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ若しくは第

１３号イ（以下この項において「令第３９条第１項第１号イ等」と

いう。）に該当するに至った第１号被保険者に係る保険料の額は、

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定す

る老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び(１)に係る者を除

く。以下同じ。）、ロ若しくはニ、同項第２号ロ、第３号ロ、第４

号ロ若しくは第５号ロ又は第３条第１項第６号イ、第７号イ、第８

号イ、第９号イ、第１０号イ若しくは第１１号イ        

    （以下この項において「令第３９条第１項第１号イ等」と

いう。）に該当するに至った第１号被保険者に係る保険料の額は、
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当該令第３９条第１項第１号イ等に該当するに至った日の属する月

の前月まで月割りにより算定した当該第１号被保険者に係る保険料

の額と当該令第３９条第１項第１号イ等に該当するに至った日の属

する月から令第３９条第１項第１号イ等に規定する者として月割り

により算定した保険料の額の合算額とする。 

当該令第３９条第１項第１号イ等に該当するに至った日の属する月

の前月まで月割りにより算定した当該第１号被保険者に係る保険料

の額と当該令第３９条第１項第１号イ等に該当するに至った日の属

する月から令第３９条第１項第１号イ等に規定する者として月割り

により算定した保険料の額の合算額とする。 

４ 省略 ４ 省略 

   附 則    附 則 

 （延滞金の割合等の特例）  （延滞金の割合等の特例） 

第１０条 当分の間、第７条第１項に規定する延滞金の年１４．６パ

ーセントの割合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にか

かわらず、各年の特例基準割合(当該年の前年に租税特別措置法

   第９３条第２項の規定により告示された割

合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この条にお

いて同じ。)が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その

年(以下この条において「特例基準割合適用年」という。)中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適

用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合

に年１パーセントの割合を加算した割合(当該加算した割合が年 

７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの

割合)とする。

第１０条 当分の間、第７条第１項に規定する延滞金の年１４．６パ

ーセントの割合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にか

かわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割

合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この条にお

いて同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その

年(以下この条において「特例基準割合適用年」という。)中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適

用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合

に年１パーセントの割合を加算した割合(当該加算した割合が年 

７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの

割合)とする。 


